
◎統計法及び独立行政法人統計センター法の一部を改正する法律 
（平成三〇年六月一日法律第三四号）   

一、 提案理由（平成三〇年五月一〇日・衆議院総務委員会） 

○野田国務大臣 統計法及び独立行政法人統計センター法の一部を改正する法律案につ

きまして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 我が国の経済社会構造が急速に変化する中、限られた資源を有効に活用し、国民によ

り信頼される行政を展開するためには、統計改革推進会議最終取りまとめ等に基づき、

ＥＢＰＭと統計の改革を車の両輪として一体的に推進することが必要であります。 

 この法律案は、統計の改革として、公的統計の効率的な作成及び調査票情報の活用を

図るため、事業所母集団データベースに記録されている情報を利用できる調査の範囲等

の拡大、調査票情報の提供対象の拡大、統計委員会の機能強化、独立行政法人統計セン

ターの業務の追加等の措置を講じようとするものであります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一は、統計法の一部改正に関する事項であります。 

 まず、行政機関等は、基本理念にのっとり、公的統計を作成する責務を有することと

し、また、公的統計が合理的な意思決定を行うための基盤となる重要な情報であること

に関して国民の理解を深め、公的統計の作成に関して関係者等の協力を得るよう努めな

ければならないものとするとともに、基幹統計を作成する行政機関の長から必要な資料

の提供等の協力を求められた関係者等は、その求めに応じるよう努めなければならない

こととしております。 

 次に、総務大臣が整備している事業所母集団データベースに記録されている情報を利

用できる範囲について、公的統計の全ての作成主体が行う事業所に関する統計を作成す

るための調査に拡大することとしております。 

 また、調査票情報の提供対象について、情報保護を徹底しつつ、学術研究の発展に資

する統計の作成等を行う者等に拡大するとともに、提供した調査票情報を用いて作成さ

れた統計等の公表に関する規定を整備することとしております。 

 さらに、統計委員会の所掌事務に、統計及び統計制度の発達及び改善に関する基本的

事項の調査審議、公的統計基本計画の実施状況に関する勧告等を追加するとともに、統

計委員会に幹事を置くこととしております。 

 第二は、独立行政法人統計センター法の一部改正に関する事項であります。 

 統計センターの業務に、国の行政機関又は地方公共団体の委託を受けて、統計調査を

実施すること等を追加することとしております。 

 以上のほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 なお、この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行することとしておりますが、統計委員会の所掌事務に係る改正規定等は公

布の日から施行することとしております。 



 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、 衆議院総務委員長報告（平成三〇年五月一八日） 

○古屋範子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、公的統計の効率的な作成及び調査票情報の活用を図るため、事業所母集団デ

ータベースに記録されている情報を利用できる調査の範囲等の拡大、調査票情報の提供

対象の拡大、統計委員会の機能強化、独立行政法人統計センターの業務の追加等の措置

を講じようとするものであります。 

 本案は、去る五月九日本委員会に付託され、翌十日野田総務大臣から提案理由の説明

を聴取し、昨十七日、質疑を行い、これを終局いたしました。次いで、討論を行い、採

決いたしましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しま

した。 

 なお、本案に対して附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年五月一七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切に措置すべきである。 

一 事業所母集団データベースに記録されている情報を利用できる公的統計の作成主体

の範囲が拡大することを踏まえ、新たに利用できることとなる地方公共団体等に、当

該データベースの利活用について、必要な助言及び情報提供を行うこと。 

二 公的統計の作成のための調査に当たっては、当該調査に対する報告者の声や各府省

における先進的な取組事例等を踏まえ、報告者の負担の軽減に努めること。 

三 調査票情報の二次的利用の拡大に当たっては、個人情報が本人の意図に反して利用

されることのないよう、調査票情報の適正管理と秘密の保護に万全を期すこと。 

四 統計改革を確実に遂行するため、必要な統計人材を育成するとともに、十分な予算

と人員の確保に努めること。 

五 公的統計の作成及びその前提となる調査に当たっては、正確性・信頼性の確保に万

全を期すこと。 

三、 参議院総務委員長報告（平成三〇年五月二五日） 

○竹谷とし子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、公的統計の効率的な作成及び調査票情報の活用を図るため、事業所母集

団データベースに記録されている情報を利用できる調査の範囲等の拡大、調査票情報の

提供対象の拡大、統計委員会の機能強化、独立行政法人統計センターの業務の追加等の

措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、総務省統計局及び独立行政法人統計センター等に現地視察を



行うとともに、統計改革の背景と意義、公的統計における正確性、信頼性確保の必要性、

統計データの提供対象拡大と情報の適正管理、国、地方を通じた統計人材の育成確保策、

経済社会情勢の変化に応じた統計整備の必要性等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して山下芳生委員より反

対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年五月二四日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の事項についてその実現に努めるべきである。 

一、公的統計は、国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤となる重要な情報で

あることに鑑み、公的統計の作成及びその前提となる調査に当たっては、正確性・信

頼性の確保に万全を期すこと。 

二、事業所母集団データベースに記録されている情報を利用できる公的統計の作成主体

の範囲が拡大することを踏まえ、新たに利用できることとなる地方公共団体等に、当

該データベースの利活用並びに情報の適正管理及び秘密の保護等について、必要な助

言及び情報提供を行うこと。 

三、調査票情報の二次的利用の拡大に当たっては、個人情報が本人の意図に反して利用

されることのないよう、調査票情報の適正管理及び秘密の保護等に万全を期すこと。 

四、公的統計の作成のための調査に当たっては、経済社会情勢の変化に伴う統計ニーズ

を把握し、的確に対応するとともに、調査に対する報告者の声や各府省における先進

的な取組事例等を踏まえ、報告者の負担の軽減に努めること。 

五、統計の作成には専門性が不可欠であることを踏まえ、統計改革を確実に遂行するた

め、国・地方を通じて、必要な統計人材を育成するとともに、十分な予算と人員の確

保に努めること。 

  右決議する。 

 


